
（注１） 上記積立目安額の計算については、簡便なものとするため、経過措置が適用されるものは考慮していません。

（注２） 上記みなし仕入率は、経過措置が適用されるもの（※）を除き、平成２７年４月１日以後に開始する課税期間から適用されます。

　　 　※　経過措置が適用されるものについては、国税庁ホームページ（http://www.nta.go.jp）をご参照ください。

（注３） 課税事業者の方の申告所得税及び復興特別所得税が赤字申告となるような場合であっても、消費税及び地方消費税を納付していただく

　　 必要が生じる場合があります。

消費税及び地方消費税率は、平成２６年４月１日から　　　　です
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　直前の課税期間の確定消費税額（地方消費税額を含まない年税額）が４８万円以下の事業者（中

間申告義務のない事業者）が、任意の中間申告書を提出する旨の届出書を納税地の所轄税務署長

に提出した場合には、当該届出書を提出した日以後にその末日が最初に到来する６月中間申告

対象期間（注１）から、自主的に中間申告・納付（注２）することができます。
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